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く」ことを当面の目標に据えている。この構想が公にされたのは 2007 年 11
月 30 日～ 12 月 1 日に開かれた全国知識人大会の場においてであった。同大
会で報告した朝鮮労働党の崔泰福書記は 2012 年を「強盛大国の大門を開く」
期限に設定した。そして翌 2008 年の新年共同社説 (1) で、「12 年強盛大国大
門構想」を改めて表明し、経済強国建設のための総攻撃線を繰り広げることを
宣言した。











入れているが、この動きは 1970 年代のプラント導入、1980 年代の合営法 ( 合









　第 1 次 7 カ年計画（1961 ～ 1970 年）の結果、社会主義工業化を達成した






して進める併進路線を提示した (2)。1969 ～ 1971 年の国家予算に占める国防
費の割合は 31% 水準であった。そのためこの頃、朝鮮の計画経済の運営は非
常に苦しい状況にあった。












ど、21 カ国の企業と契約を結んだ。1970 ～ 1975 年の 6 年間に、OECD( 経
済協力開発機構 ) 諸国などから 6 ～ 7% の利子、4 ～ 5 年間の期限で 12 億
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4200 万ドルが導入された ( 今村 [2005: 122] )。




その額は 25 億ドルともいわれた。1976 年には日本やスウェーデンと、1977
年は西欧（西ドイツ、イギリス、フランス）の金融団、スイス、オーストリアと
の間で債務繰り延べの、1984 年には利払い繰り延べの合意にそれぞれ達した
が、いずれも返済計画は早々に行き詰まった。1987 年 10 月には約 14 億マ
ルクの債務繰り延べに調印したが、結局支払われなかった。日本との間では、
1976 年、1979 年と繰り延べ交渉が行われ、1979 年の合意に基づき 1982
年 6 月分までの金利と元金が支払われた。1983 年に入り朝鮮側は元本支払い
延期を要請、日本側は受け入れた。しかし、1983 年 10 月のラングーン事件
を理由に日本が制裁措置を実施したことに朝鮮が反発し、金利すら支払われな
くなった ( 河合 [1988: 172-174] )。
　西側からのプラント導入は朝鮮側の債務不履行という結果を招いたものの、
対外経済政策の転換点となった。1960 年代を通じて朝鮮の貿易相手は 60 ～
70% が社会主義諸国であったが、1970 年代前半は西側資本主義諸国からの
輸入が急増したからである ( 室岡 [1993: 90-91] )。資本主義工業国のシェアは
1970 年の 12.2% から 1975 年には 38.6% へと大幅に上昇し、逆に社会主義






している (『金日成全集 (57)』2004 年刊行 484 ページ ; 『金日成全集 (60)』2005
年刊行 254 ～ 255 および 360 ページ )。1974 年、1975 年の「新年の辞」で貿
易輸送を保障するための自国の船を確保すべきだと強調したのも切迫感の表れ















②貿易取引商品の種類を増やすことにあった ( リュ・ジョンリョル [1984: 48‐
52])。実際に金日成主席は 1979 年 12 月 12 日の朝鮮労働党中央委員会第 5
期第 19 回全体会議での結論において、貿易の多角化、多様化方針にのっとっ
て、貿易部（省）だけでなく他の委員会や部、道でも広く貿易を行う方針を打




全集 (60)』2005 年刊行 384 ～ 385 ページ )、すでにこの頃から貿易の多角化方
針は示されていたといえよう。
　この時期も朝鮮では外貨不足が深刻であった。金日成主席は 1980 年 3 月 5
日、政務院（現・内閣）の活動家らを前に、外貨不足から原油を購入できず鉱業、
林業、水産部門など経済各分野で生産を正常化できておらず、輸送もうまくいっ
ていないと指摘していた (『金日成著作集 (35)』1987 年刊行 21 ページ )。彼は
1982 年 4 月 6 日に外貨稼ぎに多くの力を注ぐだけでなく外貨を節約すること




1992 年刊行 90 ～ 91 ページおよび 372 ページ )。
　1979 年 1 月 1 日の「新年の辞」で金日成主席は「対外貿易の発展に大き
な力を注がなければならない」と述べた。「新年の辞」は 1946 年から発表さ
れてきたが、貿易そのものに言及したのは初めてであった。1979 年 12 月 14
～ 16 日に開かれた全国貿易活動家大会では対外関係と経済規模の拡大に応じ








るため」であった (『社会科学』[1979: 52-55] )。
　一方で 1980 年 10 月には、第 5 回大会開催から 10 年ぶりに朝鮮労働党
第 6 回大会が開かれ、1980 年代末に到達するべき 10 大展望目標が示され
た。具体的な目標数字は、電力 1000 億キロワット時、石炭 1 億 2000 万ト
ン、鋼鉄 1500 万トン、非鉄金属 150 万トン、セメント 2000 万トン、化学








1983 年 11 月 29 日～ 12 月 1 日の党中央委員会第 6 期第 8 回全体会議で貿
80










い」( 金正日 [1984 : 23] ) と、原料・資材調達のための外貨獲得を説いた。
  一方で 1983 ～ 1984 年は朝鮮要人の訪中が相次いだ。まず 1983 年 6 月 1
～ 12 日には、金正日書記が胡耀邦総書記の招きで訪中、北京、青島、南京、
杭州、上海を訪れた ( 朝鮮労働党中央委員会歴史研究所 [1999 : 322] )。
1984 年に入ってからは 2 月 7 ～ 13 日に金永南副総理兼外交部長が訪中し
昆明、広州、深圳などを訪れ、改革・開放による変化を観察した。同年 8 月 5




れは中国共産党中央委員会第 11 期第 3 回全体会議以後、中国で全てのことが
うまくいっていることについて、自分のことのように心から喜んでいる」（『労
働新聞』1984 年 2 月 9 日）、姜総理が「中国人民は中国共産党中央委員会第 11
期第 3 回全体会議と第 12 回党大会で示した路線と政策を受け止め……献身的
な闘いを力強く繰り広げることで、経済と文化、国防と科学の全ての分野で大
きな変革を達成しており、中国の数千年の歴史でかつてなかった大繁栄期を迎
えている」(『労働新聞』1984 年 8 月 7 日 ) などである。一方、中国共産党の胡
耀邦総書記が 1984 年 6 月に訪中した自民党代議士の宮沢喜一氏に語ったと
ころでは、この時期、朝鮮の全道の最高責任者ら 50 人の代表団が上海や深圳
など対外開放政策を進めている地方を 1 カ月かけて視察したということであ
る (『朝日新聞』1984 年 7 月 6 日 )。また、胡総書記は「金日成主席は中国の開
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　新たな対外経済政策が出された 1984 年に、金日成主席は 5 月 16 日から 7
月 1 日までの 47 日間にわたって旧ソ連・東欧諸国を歴訪した。訪問の目的
は、①経済支援を得ること、②「三者会談」(7) への支持を取り付けることで
あった (8)。そのうち、旧ソ連に滞在したのは 5 月 16 ～ 26 日の 10 日間であ
り、金日成主席の旧ソ連公式訪問は 1961 年 10 月以来、実に 23 年ぶりであっ
た。旧ソ連共産党のチェルネンコ書記長との間で首脳会談は 3 回行われた。
これらの会談では党、国家、経済および社会生活の各分野での親善協力関係を
拡大・深化させるための実際的な措置が討議された (『労働新聞』1984 年 5 月
26 日 )。金日成訪ソ時には共同声明などは発表されなかったものの、翌 1985
年 12 月の姜成山訪ソ時に、「1986 ～ 1990 年期間の貿易及び経済協力発展に
関する議定書」が調印され、この議定書によって、向こう 5 年間で貿易額を
ほぼ倍増させることが取り決められた。旧ソ連からの輸入は 1984 年の 3 億
4720 万ルーブルから 1985 年には 6 億 4840 万ルーブルと倍近くに跳ね上が
り、1986 年には 7 億 5720 万ルーブルに上昇した。さらに 1988 年には 10
億 6220 万ルーブルに増加した。この時期、朝鮮の全輸入量の 3 分の 2 を旧






















　このような背景から、1984 年 9 月 8 日に制定、公布された合営法 ( 合弁法 )
は一義的には外貨不足を解消する手段として外資を導入しようとしたもので
あった。ただし、同法制定には、先端技術や経営ノウハウを外国から導入する

















いわれるが、その 85% を占めていたのが在日朝鮮人企業で、1992 年 12 月





ることはなかった。合営法は 1994 年 1 月に大幅に修正・補充された後も、
1999 年 2 月、2001 年 5 月、2004 年 11 月と 3 回の修正・補充を重ね、現
在にいたっている。
第 5節　経済特区の設置
　朝鮮において経済特区が初めて設置されたのは 1991 年 12 月、羅津・先鋒










を建設するというものであった (『朝鮮新報』日本語版 2008 年 10 月 15 日 )。最
近では羅津港を借りる形で中国の貨物が上海に向けて出航したと伝えられてお
り (『朝日新聞』HP 版 2011 年 1 月 16 日 )、羅津港使用権が中国とロシアに与
えられているようである。






た (『朝日新聞』HP 版 2010 年 9 月 2 日 )。しかし、外国からの投資を呼び込め
なければ意味がない。そのために後述するように 2006 年に朝鮮大豊国際投資
グループを立ち上げ、2010 年から本格的に事業を開始した。
　一方、朝鮮は 2002 年 9 月 12 日付で新義州特別行政区を設置し、オランダ
国籍の事業家である楊斌を行政官に任命した。しかし、楊が同年 10 月初めに
不動産不正売買の容疑で中国当局に逮捕されたことで、新義州への投資誘致は
頓挫した。同特別行政区は 2004 年 8 月に事実上廃止され、「新義州＝大渓島





























レベルに達した」と説明している ( 李基成 [2009] )。では、1980 年代半ばの生
産レベルとは具体的に何を指すのか。それについて李教授は今回、次のような
数字を紹介した。
  ① 1987 年の生産レベル : 石炭 8300 万トン、鋼鉄 690 万トン、肥料 540 万
トン、布 8 億 5000 万メートル
  ② 1988 年の 1 人当たり国民所得 : 2530 ドル !13)
　李教授はこれらの数字が朝鮮解放後の最高生産レベルであったと述べた。国





「強盛大国の大門を開く」期限は 2012 年とされるが、これが 2011 年中に目
標を達成し 2012 年早々に大門を開くことを意味するのか、もしくは 2012 年
中に大門を開く生産レベルに達することを意味するのかは今のところ定かでは


































にとると、2010 年 4 月の段階では中国など外国から輸入していた（『朝鮮新報』
HP 版 2010 年 4 月 19 日）が、同年 11 月には逓信省が参加するチェ（逓）・コ
ム技術合営会社で生産するようになった（『朝鮮新報』HP 版 2010 年 11 月 15 日）。
外国から輸入した部品を使って完成品を組み立てる段階から徐々に自主開発へ















が初めて強調されたのは 1990 年代後半である。これは、1998 年 9 月 17 日
に発表された『労働新聞』『勤労者』共同論説「自立的民族経済建設路線を最
後まで堅持しよう」で「経済事業で実際的な利益が出るようにしなければなら
ない」と述べられたことである (『労働新聞』1998 年 9 月 17 日 )。さらに、金
正日総書記は 2000 年 1 月 1 日、党責任幹部たちの前で「経済の全ての部門、
単位で実利を保障する」よう強調している (『金正日選集 (15)』第 15 巻 2005
年刊行 12 ページ )。物価と賃金の大幅な引き上げ、原資材を売ることの可能な
市場の開設など、2000 年代初めの経済管理改善措置の基本方針も「社会主義
の原則を守りながら最も大きな実利を得るようにすること」であったとされて




































向上に貢献することを課題に掲げた (『労働新聞』2010 年 1 月 1 日 )。
対外市場拡大と貿易の積極的展開を強調したのは、2007 年末の知識人大会









2009 年に朝鮮は人工衛星「光明星 2 号」を打ち上げ、2 回目の核実験を行っ
た。朝鮮側はこの出来事を「強盛大国の大門をたたく驚くべき事変」と位置付
けた (『労働新聞』2010 年 1 月 1 日 )。朝鮮労働党は 2009 年に「強盛大国の大門」
をたたける位置、つまり「強盛大国」の入口にまで到達したと認識し、外資導
入など対外経済関係発展に力を入れる環境が整ったと判断したと考えられる。
　実際、朝鮮は 2010 年初から外資導入策を相次ぎ打ち出した。1 月 4 日には
経済特区である羅先市を「特別市」とする最高人民会議常任委員会政令を発表
した。同月には羅先経済貿易地帯関連法が改正されていたことが確認されてい
る ( 聯合ニュース [ 韓国 ] 2010 年 3 月 14 日発 )。













通信 2010 年 1 月 20 日発 ;『日本経済新聞』2010 年 3 月 2 日 )。同グループの朴
哲洙総裁は、国家開発銀行への同グループの第 1 次的な登録資本が 100 億ド
ル ( 約 8300 億円 ) に設定されたと発表した。国際開発銀行の株式は朝鮮側が
90
70%、朝鮮大豊国際投資グループが 30% を保有すると報じられている (『朝鮮
新報』朝鮮語版 2010 年 3 月 10 日 ;『日本経済新聞』2010 年 3 月 2 日 )。
　同グループが当面 10 年で事業を進める部門は、①食の問題、②鉄道、③道路、
④港湾、⑤電力、⑥エネルギーの 6 種類であると発表された (『朝鮮新報』朝鮮
語版 2010 年 3 月 10 日 )。また、平壌、羅先、元山、清津、金策、咸興、新義州、
南浦の 8 都市を新たな経済特区に指定し税制など優遇措置を与える構想も明
らかにされていた (16)。






地域開発を中心とする国家経済開発の目標も確定した ( 朝鮮中央通信 2011 年 1
月 15 日発 )。この内容は先に発表された同グループの「当面 10 年」の事業部
門と一致している。「先進国レベル」が具体的に何を指すかは明らかでないが、
先に述べたように、1980 年 10 月に開かれた朝鮮労働党第 6 回大会で金日成
主席が 1980 年代に到達すべき 10 大展望目標を提示し、これを達成すれば先
進国の仲間入りを果たせると語っていたことから、今回もそうした具体的な目
標数値が設定されていると思われる。
　2010 年 1 月 20 日の同グループ第 1 回理事会では、理事長に金養建氏 ( 朝
鮮アジア太平洋平和委員会委員長、朝鮮労働党統一戦線部長 )、常任副理事長兼総





























































国有企業の「商地冠群投資有限公司」が 2010 年 12 月 20 日に北京で、朝鮮の「朝
鮮投資開発連合体」と 10 項目の投資意向書を締結し、羅先市に 20 億ドル（約
1660 億円）を投資することで合意したと報じられた (17)。羅津港を借りる形で
内陸の中国貨物が初出荷されたという動きも伝えられている (『朝日新聞』HP
版 2011 年 1 月 16 日 )。
最近報じられたところによると、2011 年 3 月 29 日に朝鮮合営投資委員会
の李スヨン委員長 (18) が北京を訪れ、「商地冠群投資有限公司」関係者と正式













表 2　中国と韓国の対朝鮮貿易（2006 ～ 2010 年）
                                                                       （単位：1,000 ドル）　　

























　　( 出所 ) 中国海関統計、韓国統一部統計資料。　　　　　　　　　　　　　　　　
　　( 注 ) ＊は 11 月まで。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
である中国と韓国の貿易額を示したものであるが、対朝鮮輸出は 5 年とも
中国が韓国を上回っており、輸入も 2010 年には中国のほうが若干上回ってい




通信大手、オラスコム・テレコム社である。同社によると、2010 年 9 月の段
階で朝鮮における携帯電話の加入者は 30 万人を突破した (『朝日新聞』HP 版
2011年1月24日)。同年4月の段階で加入者は12万人であったから ( 『朝鮮新報』
HP 版 2010 年 4 月 19 日 )、わずか 5 カ月で 2.5 倍に急増したことになる。
　逓信省傘下の朝鮮逓信会社とオラスコム・テレコム社が共同出資する「逓オ
合作会社」が携帯電話事業を開始したのは 2008 年 12 月末である。オラスコ
ム・テレコム社によると、当時の加入者は 1694 人に過ぎなかった。その後、
2009 年 3 月末に 1 万 9208 人、同年 6 月末に 4 万 7863 人と、加入者数は
着実に増え続けてきた。2010 年 1 ～ 9 月の携帯電話事業の収入は約 4200 万
ドル（約 34 億 8600 万円）に達した。朝鮮逓信会社側の出資分は 25% で、1





められているが、2011 年 2 月の段階で外装工事はほぼ終了した模様である。
金日成生誕 100 周年となる 2012 年 4 月 15 日に合わせてオープンするため
内装工事を本格化させる予定だという ( 共同通信 2011 年 2 月 17 日発 )。金正日
総書記は今年 1 月 23 日、オラスコム・テレコム社のサウィリス会長と夕食を


























(1)『労働新聞』( 党紙 )『朝鮮人民軍』( 軍紙 )『青年前衛』( 青年団体紙 ) の 3 紙が
1995 年から共同で 1 月 1 日付に発表しているもの。政治、経済、外交、統一問
題などのその年の方針が示される。金正日総書記も 2000 年 1 月 1 日の党責任幹
部らとの談話で「共同社説はすなわち党の方針である」と指摘している (『金正
日選集 (15)』2005 年刊行 2 ページ )。
(2) この路線は 1962 年 12 月 16 日の朝鮮労働党中央委員会第 4 期第 5 回全体会議
で提示され、1965 年のベトナム戦争の激化を受けて、1966 年 10 月 5 ～ 12 日
の朝鮮労働党代表者会で再確認された。




朝鮮資料』1996 年 7 月号 22 ページ )。
(4) この頃にはまだ社会主義諸国との貿易が基本であり、それ以外に非同盟諸国や発
展途上諸国、資本主義諸国へと貿易の対象を広げることを意味した。
(5)『労働新聞』1984 年 10 月 18 日は「輸出計画をきちんと遂行してこそ、1980
年代社会主義経済建設の 10 大展望目標を前倒しして実現できる展望が開ける」





業部の全日春副部長らが同行した (『労働新聞』1984 年 8 月 6 日 )。こうした顔
ぶれからも経済関係の視察であることは明らかであった。
(7) 朝鮮半島の統一を実現するために朝鮮とアメリカ、韓国との会談を開催しようと
いう提案。1984 年 1 月に開かれた朝鮮民主主義人民共和国中央人民委員会・最









者会談」提案を支持したことも指摘された (『労働新聞』1984 年 7 月 10 日 )。
(9)1975 年には 1 億 8680 万ルーブルだった旧ソ連の対朝鮮輸入は、1976 年には 1
億 8180 万ルーブルに減少。その後も 1977 年が 1 億 6470 万ルーブル、1978
年が 1 億 7650 万ルーブルと低迷が続いた (『ソ連貿易統計年鑑』各年版 )。






あることを伝え、希望対象を提起した旨が明記された ( 若林・唐笠 [1990: 438-
439] )。
(12) 朝鮮社会科学院が人材育成を目的に 1983 年に創設したもの。同科学院の現在
のスタッフの基本は同大学の卒業生である。
(13) 朝鮮の 1 人当たり国民所得は、1979 年には 1920 ドル、1986 年には 2400 ド
ルとされる。1979 年の数字は金日成主席が 1980 年の「新年の辞」で明らかに
したもので、1986 年の数字は筆者が 2008 年に訪朝した際に朝鮮社会科学院の
李基成教授から聞き取ったものである。
(14) たとえば、韓国・北韓大学院大学の梁文秀教授は、「もちろん 1987 年に北朝鮮
の 1 人当たり国民所得が果たして 2500 ドルであったかには疑問の余地がある。
当時、北朝鮮は市場のレートよりはるかに高く設定した公式レートを適用し、対
外的に 1 人当たり GDP を 2400 ドル程度に発表した。だが、実際に当時北朝鮮
の 1 人当たり国民所得はそれよりはるかに小さかったと、外部世界の専門家は評
価している」と指摘している ( 梁文秀 [2001] )。
(15) アジア経済研究所の中川雅彦主任研究員は独自の計算に基づいた結果として、
1993 年度に朝鮮の経済成長が頂点に達したとして同年度の国民所得総額が 638
億 300 万ウォン（当時の価格）であると指摘している ( 中川 [2011: 40-41] )。
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(16)『日本経済新聞』2010 年 3 月 2 日。なお、『時事ジャーナル』( 韓国 )2010 年






(17)『中央日報』( 韓国 )2011 年 1 月 7 日によると、商地公司は意向書で、2 ～ 3 年
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